



















































































1．農　　　業 69．0 9．3 78．3 43．36
2．農業労働者 31．7 ユ5．8 47．5 26．32
3．牧畜，林業，漁業，
狩猟とプランテーシ
㏍刀C果樹園および 3．5 0．8 4．3 2．38
関連活動
4．鉱業および採石業 0．8 0．1 0．9 0．50
5．（a）家内工業 5．0 1．3 6．3 3．55
（b）家内工業以外 9．9 0．9 10．7 5．93
6，建　　　設 2．0 0．2 2．2 1．22
7．貿易および商業 9．5 0．6 10．0 5．54
8．　運輸，倉庫および通
@信 4．3 0．1 4．4 2．44
9．　その他のサーヴィス ユ3．5 2．2 15．8 8．76





























































































雇用者規模 企　業　数 （％） 全雇用者数 （％）
0 68273　　， 29．27 一 一
1 19154　　， 8．21 19154　　， 0．64
2 16ユ54　　「 6．99 32，634 1．09
3 ユ2，361 5．30 37，087 1．24
4 14978　　， 6．42 59908　　， 2．01
5 10986　　， 4．71 54，931 1．84
6－10 38679　　1 16．58 301326　　　， 10．10




21以上 27510　　曾 1L79 2111103　，　　　　　　　， 70．78
?
























企　業　形　態 企業数 （％） 全雇用者数 （％）
組織形態
個人所有 159，183 68．23 687，84823．06
パートナーシップ 64，717 27．741，487，56649．88
非公開株式会社 7，366 3．15 432，94314．52
その他 ユ，955 0．85 374，17812．55
動力使用状況
動力使用 127，681 54．75 2，090，330 70．01
動力非使用 105，530 45．24892，21229．91
登録状態
登　　録 39，563 16．96 1，886，02463．24

























































































































































































































































































































































































RIP前創設 RIP後創設 ム部門 企業数 （％） 企業数 （％〉 口　計
（％）
01 176 23．4 377 29．8 553 （27．4）
02 147 19．6 208 16．4 355 （17．6）
03 42 5．6 52 4．］． 94 （4．7）
04 40 5．3 70 5．5 1ユ0 （5．5）
05 155 20．6 162 12．8 317 （15，7）
06 13 1．7 55 4．4 68 （3．4）
07 151 20．1 275 21．8 426 （21．1）








































01 553 57 15．1 9，73，320 17，076
02 355 103 27．3 9，43，738 9，163
03 94 19 5．1 51，446 2，708
04 110 18 5．0 1，Q2，5QQ 5，894
05 317 28 7．4 1，i2，976 4，035
06 68 23 6．1 3，64，638 15，854
07 426 111 29．5 12．34β32 11122　，
08 92 17 4．5 1，05，597 61212
?





































































































































766 182 243 709 182
???，
341 4，709
（出所）PEO〔6〕p．6．
いる。しかしこれに関しては具体的な数値は入手できない。我々がここで
得ることのできるのは，プロジェクト地域における人口規模別の町の数（第
11表）と産業別の立地（第12表）についてにすぎない。これらによれば人
口15，000以上の町がかなり存在し，中には10万以上の都市すら存在するこ
（34）
とと，企業数で，町に立地するものの方がはるかに多く，殊に近代部門の企
業は町に集中しているのが判る。
　〔9〕でえられる情報はこれだけなので，別の資料により地域格差の拡大
をうかがおう。まず，パンジャーブ州政府は，農村工業の育成のために12の
農村工業団地を建設した。それらは総計107の工場用建物を有していたが，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）実際に入居をみたのはわずか5っにすぎないという無残な結果に終った。こ
の不成功の最大の原因には，インフラストラクチュアの欠如をあげねばなる
（34）10万以上の都市は，ドゥルガプル，ラーンチー，ビライの3っである。Ibid．，p．6．
（35）Government　of　Punjab〔7〕p．7．なお成功例とされているMalerkotlaには都
　市工業団地がある。
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まい。例えば鉄道を利用できるものは皆無であり，州政府の優遇措置もあま
り得られないという。このような状況は全国的にみられ，一般に「半都市及
び農村工業団地はなんらの有意義な発展をしなかったし，建物の大部分はあ
　　　　　　　（36＞
いたままである」という。
　また「緑の革命」の中心地域の一つであるハリヤーナー州は近年急速な工業化
を成し遂げているが，ここでも地域格差は拡大しているという。ハリヤーナーの
事例は大規模工業もふくむ工業部門の総体についてであるが，同州は農村工
　　　　　　　　　　　　　　　　（3力業計画（Rural　Industries　Scheme）を実施し，農村工業の育成にも積極的
に取り組んでいる。ハリヤーナー州は1966年に言語問題をきっかけにパンジ
ャーブ州より分離したが，その時にはパンジャーブに比してはるかに後進的
であったという。ところが1977～78年までに工業に関しても，企業数で年6．1
％，雇用で4，2％，生産で15．7％，固定資本で20．1％という成長をとげてき
た。そしてインドの工業全体にしめる比重も同期間に，生産で2．41％から
2．53％，雇用で1．63％から1．92％へと増大している。とりわけ登録企業の資
本は1．04％から2．83％，企業数は！．89％から2．22％と顕著に増えている轡急速
な経済発展が注目を集めているパンジャーブでさえ同期問に企業数ではわずか
に比率を下げていることを考えれば，この数字のもつ意味がうかがえよう。し
かしこの急速な成長は州内全域に均等に及んだのではなかった。「工業発展は大
部分デリー周辺で生じており，州の種々の部分の開発水準の大きな不均衡に
　　　　　　（39）
帰着している」という。デリー周辺部は国家首都地域（National　Capital
（36）　Bharti，　R．　K．，　lndustriat　Estates　in　Developing　Economies，　National　Pub－
　lishing　House，　New　Delhi，　1978，　p・　289．
（37）バリヤーナー州の農村工業計画については，Kumar，　Dhanendra，　Rura］Industries
　Scheme　：A　Movement　for　Self　Employment，　Udyog　Yug，　Vol．2，No．　2，　De－
　cember　1981を参照。
C38）　Kaur　［11］　pp．　56N59．
（39）　Government　of　Haryana，　Planning　Department，　Fourth　Five　YearPlan　1969一’
　74，Chandhigarh，1971，　p．164．　Kaur〔11〕p，160より引引。
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Region）と呼ばれているが，この地域の中心であるグルガーオン県への工業の
集中は著しいものがある。1966年から1978年の間に，ハリヤーナー州におけるグ
ルガーオン県の比重は，企業数で28．13％から38．50％，雇用では34。23％から
54．03％へと高まっている。このように地域格差の是正は，常に農村工業化
の主要目標の一つであったが，見るべき成果はあがっていないといえよう。
むすびにかえて
　これまでのインドの農村工業，とりわけRIPの検討から次のことが明ら
かになった。それは農村工業の変貌と地域格差の拡大である。政策もまたこ
の変化に対処せねばならないだろう。これまでのインドの農村工業政策にお
いては伝統的技術への固執とりわけ動力使用への抵抗がみられた。これは農
村工業を「成長の道具としてよりも『農村の生きのこり』の手段として，『農
　　　　　　　　　　　　　　（40）村へ帰れ』という叫びの一期分」と考えるガンディアンの見解に深く影響さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）れていた。そこでは「雇用それ自体が強調された」。農村工業の利用はしばし
ばそれが資本節約的であり，開発途上国の状況に適合していると主張されて
きた。しかしきわめて遅れた前近代的技術に頼るかぎり，生産単位あたりの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）資本必要量は必ずしも少なくならなかった。生産性を無視して社会的，政治
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）的見地からのみ「失業救済措置としての工業化」「公共資金を通じての失業
　　（44）
救済」を経済基盤の脆弱な開発途上国が長期間継続することは困難であろう。
（40）　Papola　（14）　p．　16．
（41）　Sigardson　C17）　p．　667．
（42）　Dandekar　C　3）　p．　98．
（43）大木　昌「インドネシアにおける工業化の歴史的展望一ESCAP非都市地域工業
　化計画との関連で一」，機械振興協会経済研究所『ASEAN諸国の工業化に関する調
　査研究』1982，48ページ。
（44）　Dandekar　C　3）　p．　104．
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それゆえ農村工業においても経営者と賃労働者への階級分解とそれによる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）「生存維持から資本主義生産様式への転換」は，たとえどのような矛盾をふ
くんでいようとも，不可避であるといわねばなるまい。
　しかしながら，はじめに紹介したルーの見解にもあるように独立後の開発
途上国の工業化が近代的大規模工業とりわけ重化学工業に偏向することによ
り，工業の部門間不均衡，二重構造を造りだしてきたことを考えれば近代化
のみの追求では不十分であろう。この点ではパポラの「連係と結合」の重視，
都市と農村との間の工業部門間の連係の創出の提案は興味深く，真剣な検討
　　　　（46）
に値する。この提案が，自給自足的農村の形成を目差す見解とは相入れない
ことは言うまでもあるまい。だがそれにもかかわらず，この連係にも「失業
救済措置としての工業化」を組み込むことが不可欠と思われる。ハリやTナーの
事例が示すように急速な工業化が自動的に地域間の不均衡を解消しないこと
やインドにおける伝統的農村工業の雇用の大きさを考慮すれば，深刻な社会
不安を醸成することなく近代化を押し進めることは容易ではないだろう。
　本稿はインドの農村工業とその政策についての大まかな検討を目的として
いた。農村工業に関しては州レベルの検討が必要であるのは言うまでもない
が，ここではほとんど果すことができなかっ，た。最後に「パンジャーブ・モ
デル」にふれて今後の方向をいささかなりとも示しておきたい。パンジャー
ブ州は，ハリヤーナ一州，ウッタル・プラデーシュ州西部とともに，「緑の革
命」の中心地域であるが，「パンジャーブにおける高い農業所得が州の小規模
　　　　　　　　　　（47）
工業の成長を促進した」と言われている。これは消費支出の拡大だけでなく，
農業投入財（肥料・農業機械）への需要と農産物加工業への原料の供給が成
（45）　Papola　（14］　p．　99．
（46）　lbid．，　p．　16．
（47）　Singh，　Manmohan，　Relevance　of　Punjab　Model，　Commerce，　Vol．　146，　No．
　3749，　April　9，　1983，　p，　606．
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長の条件を創出してきたことが大いにあずかっていると思われる。そして農
村工業の近代化が注目を集めているのはまさにこの地域であり，検討を要す
ると思われる。
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